
地域包括ケア課

認知症・虐待防止担当

3251

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B19
高齢者虐待対策事業費 民生費 老人福祉費 高齢者虐待防止対策費

宣言項目 02 健康・医療・介護の安心確保

分野施策 010205 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 諸 収 入

決定額 △1,548 △25 △1,523 4,714

現計額 6,262 1,961 403 3,898

平成30年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

事 業
期 間

平成17年度～ 根 拠
法 令

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する
法律

　高齢者虐待に対応するための支援及び普及啓発を行う
とともに、市町村の相談窓口やネットワークづくり等の
体制整備を支援する。
（１）高齢者虐待体制整備事業　　　　　3,424千円
（２）高齢者虐待対応研修事業　  　　　　374千円
（３）介護施設等虐待予防・対応事業　　　104千円
（４）要援護高齢者等支援事業　  　　 　　20千円
（５）養介護施設従事者等研修事業        965千円
（６）高齢者虐待検証事務              1,375千円

【２月補正の概要】
　報償費等の執行見込額が当初見込みを下回ったことに
よる減額。　　　　　　　　　　　　　△1,548千円

（１）事業内容
　　ア　高齢者虐待体制整備事業　　　　　　　　　　　　　　3,424千円
　　  　高齢者虐待相談・指導のための専門の職員を地域包括ケア課内に配置する。（1人）（通年）　　
　　イ　高齢者虐待対応研修事業　　　　　　　　　　　　　　　374千円
　　  　高齢者虐待対応専門員研修を実施する。（200人）（5月）
　　　　高齢者虐待対応専門員の困難事案対応能力向上のためのフォローアップ研修を実施する。（100人）（1月）
　　ウ　介護施設等虐待予防・対応事業　　　　　　　　　　　　104千円
　　  　介護施設等での虐待防止への取組を実地に指導する。（10か所）　　　　　　　
　　エ　要援護高齢者等支援事業　　　　　　　　　　　　　　　 20千円
　　  　要援護高齢者等支援ネットワーク会議構成員による会議を開催する。（2月）（1回）
　　オ　養介護施設従事者等研修事業                          965千円
　　　　介護施設・事業所の職員向け高齢者虐待防止研修を実施する。（500人×4回）
　　カ　高齢者虐待検証事務                                1,375千円
　　　　心身に著しく重大な被害を及ぼした虐待事例について検証を行う。（随時）
（２）事業計画
　　ア　専門職員を配置し、市町村等関係機関の相談、指導体制を整備する。
　　イ　市町村における高齢者虐待対応窓口での対応能力向上のため、大学教授等専門家による研修を実施する。
　　　更に、困難事案対応能力向上のため、事例検討による研修を実施する。
　　ウ　介護施設・事業所の職員による高齢者虐待を未然に防止するため、実地指導等を行う。
　　エ　見守り活動等の活性化を図るため、会議を開催し情報交換を行う。
　　オ　埼玉県虐待禁止条例の施行に伴い、介護施設・事業所の職員向け高齢者虐待防止研修を実施する。
　　カ　埼玉県虐待禁止条例の施行に伴い、心身に著しく重大な被害を及ぼした虐待事例について検証を行う。
（３）事業効果
　　　市町村における速やかな高齢者虐待への対応
　　　専門員の養成状況　平成27年度→163人、平成28年度→244人、平成29年度→227人
　　　介護施設等従事者への虐待防止への啓発 参加者数 平成27年度→275人、平成28年度→235人、平成29年度→253人
（４）補正予算の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　△1,548千円
　　　報償費等の執行見込額が当初見込みを下回ったことによる減額。

（１）～（４）国1/2　県1/2
（５）、（６）県10/10

（区分）高齢者保健福祉費（細目）高齢者福祉費
（細節）高齢者福祉対策費
（積算内容）高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する
　　　　　支援等に関する事務経費

　　9,500千円×1.5人=14,250千円

補正後の
予算額

― 福祉部 B19 ―
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